
  ⽇本の国⼟は世界の400分の１だが、世界で起こる地震
の10分の１が発⽣する超地震⼤国である。今回の震源とな
った能登北⽅沖の断層については、2010年の新たな知⾒で
Ⅿ8.1の可能性を県は想定していたのに、地域防災計画につ
いては⾒直されていなかったが、本市は県に求めなかった
のか。今後の⾒直しはどうなるのか。

  今回の地震で、⾼齢者や障がいのある⽅を含め、多く
の⽅が体育館の避難所を利⽤されたが、ストーブだけでは
寒く⼼配だった。避難所の環境をよくするため、⽇頃の⼦
どもたちのためにも、エアコンなどの設置が必要だがどう
か。

  本市では県の計画が⾒直されなくても、最新の知⾒に
基づき随時⾒直している。県では2023年度から地震被害想
定を⾒直していたところで、連携を深めたい。本市では今
回の地震を踏まえ、明年度、有識者や地域代表からなる検
証会議を設置し、計画の改定を進める。（市⻑）

  2024年度の介護報酬改定で、訪問介護の基本報酬が２∼３％引き下げられ
る予定だ。市⺠や介護関係者から抗議と撤回を求める声が相次いでいる。在宅
介護の崩壊とも⾔われる改定の、市内の介護事業所、利⽤者にどう影響がある
と考えるのか。この介護報酬改定は撤回するよう国に求めていただきたい。

����学⼒調査は全員実施となるのか、また結果はどのように公表するのか。
定着の度合いを知るなら⽇々のテストで⼗分だと考える。教員の負担が増え、点
数主義を助⻑することも危惧される市独⾃の学⼒調査実施の中⽌を求める。

� �⼀部サービスについては、基本報酬が引き下げられたと認識している。⼀
⽅で、処遇改善が⾒直され、訪問介護については他のサービスに⽐べ⾼い加算
率となっている。今後改定の影響を注視していきたい。（健康福祉局⻑）
今回の報酬改定は、制度の安定性・持続性を⾼め、すべての世代にとって安⼼
できる制度の構築と処遇改善や職場環境の改善を推進するものと捉えている。
国に撤回を求めることは考えていない。（市⻑）

����⼩学校3年⽣の全学級で算数、中学校1年⽣の全学級で英語の調査を、12⽉に1週間程度の期間を設け学校が選択し
た⽇に実施を予定している。採点・分析後、各学校に市全体と当該校の結果に加え、各設問における正答等
を記載した個⼈票を提供し、これ以上の公表は⾏わない。学⼒調査は、⼦どもたちのつまずきを発⾒し早期
に解決をして、⾃信を持って次の学年で勉強してもらうためにある。（教育⻑）

  本市では、避難所となる⼩中学校にはスポット的な冷
暖房器具を配備しているが、気温の状況によっては、冷暖
房完備の普通教室に避難住⺠を案内するなど、柔軟な対応
に努めたい。（市⻑）
 すべての⼩中学校の普通教室への空調設備が完了したの
で、明年度は特別教室への整備に着⼿する。完了すれば避
難時の使⽤も可能だ。体育館の空調設備は国庫補助の条件
で⼤規模な断熱剤を要件としており、導⼊⼿法や他都市事
例の検証など、今後の検討課題としたい。（教育次⻑）
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  本市の⼦ども医療費助成は、県内で唯⼀通院の対象が
15歳までとなっている。18歳まで拡⼤するには、あと４
億８千万円で実現できる。決断を求めるがどうか。
 学童保育については、⽀援員の処遇改善や施設使⽤料の
増額が⺬されたが、処遇の引き上げはどれくらいか。
  ⼦ども医療費助成は、通院について先般⾒直した。⼦
育て施策の充実は様々な観点から⾏っており、医療費助成
は本来、国のレベルで考えるべきで全国市⻑会など通じて
要望を⾏う。（市⻑）
 放課後児童⽀援員の⼈件費の積算根拠については、年額
⼀⼈あたり204万円から明年度は250万円に引き上げる。
（こども未来局⻑）

  公⺠館、児童館、消防団の
施設整備における地元負担の軽
減等を検討し、2025年４⽉か
ら適⽤開始をめざす「⾦沢⽅式
のあり⽅検討」がはじまるが、
懇話会にはさまざまな⽴場の住
⺠を選出し、市⺠全体にアンケ
ートや公聴会なども開くべきだ
がどうか。
  懇話会は地域団体や若い
世代の代表者、有識者等での構成を考えている。これま
でまちづくりミーティング等でも地元負担の⾒直しが必
要という声を聞いており、市⺠全体を対象としたアンケ
ートや公聴会の実施まで考えてない。（市⻑）
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  県内の11の市での学校給
⾷費無償化の実施状況につい
て、7つの市が無償化を実施す
るに⾄っている。
⾦沢市はどのように対応する
のか。⾒解を聞く

����令和4年度以降、給⾷⽤⾷
材費と保護者負担分の差額を
全額公費で補填する物価⾼騰
特別対策を⾏っており､給⾷費
の無償化は考えていない。
（市⻑）

����管路の耐震化は震災対策として有効でありますことから、引き続き優先順位
を定め計画的に耐震化を進めていく。（企業局維持管理課⻑）

���上⽔道の基幹管路の耐震化率は、令和3年度末で60.4%であり､管路全体の耐震化
率は30.3%にとどまっている。今後どのように耐震化率を引き上げていくのか。
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